
-

5,308,000 29

28 162,000 1,880 158,000 - 22,120 - 162,000 - 162,000

5,312,368 - 162,000 1,958,000 2,120,000

5,308,000 - - - - 5,308,000 -

2

29 1,958,000 45,752 1,910,000 - 2,248 - - 1,958,000

2,120 - 162,000 - 162,000 -

1,958,000 - 27
見
　
積
　
額

28 162,000 1,880 158,000 -

30 5,308,000 - - -

計 7,428,000 47,632 2,068,000 -

特　定　財　源

一般財源
国　庫
支出金

県 債 その他

 当該年度
 末までの
 支    出
 予 定 額

全　　　　体　　　　計　　　　画

 前前年度
 末までの
 支 出 額

 前年度末
 ま で の
 支    出
 (見込)額

 当該年度
 支    出
 予 定 額

 継続費
 の総額
 に対す
 る進捗
 率 (%)

年
度

年割額

左　の　財　源　内　訳  翌 年 度
 以降支出
 予 定 額

項 総務管理費 目 一般管理費

局名 総務局 所属名 施設整備課　（直通045-210-2557） （単位　千円）

事

業

名

等

会計 一般会計 款 総務費

事業名

県庁分庁舎整備工事費

 

継　続　費　見　積　書
29 年度  

（知事査定結果）

設計監理業務等  監理業務

工事等 除却・新築工事

４　継続費の積算内訳

 　　　 計　　　　　　　　　　　 7,428,000　千円

    庁内の情報・通信設備整備費　　 177,582　千円

 　 負担金工事費　　　　　　　　　  67,962　千円

【調整の内容】
　要求どおり計上。

調査設計・地質調査 基本設計 実施設計

 　 新築工事費　　　　　　　　　 7,182,456　千円

３　スケジュール

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

　(1) 目的　本庁庁舎の大規模地震に対する耐震対策に取組むことにより、適切な県有財産の管理に努める。

　(2) 効果　本分庁舎の耐震化、執務環境の改善及び延べ面積の拡大を図ることができる。

２　継続費設定理由

　　工期が３か年に渡るため

　事業概要等

１　事業の概要

計 7,428,000 47,632 2,068,000 1,958,000 2,120,000- 5,312,368 - 162,000

-

1,958,000 - 27

30 5,308,000 - - - 5,308,000 - - - - 5,308,000 -

5,308,000 29

査
　
定
　
額

28 162,000 1,880 158,000 - 2

29 1,958,000 45,752 1,910,000 - 2,248 - - 1,958,000

2,120 - 162,000 - 162,000


